






　主な支援策は大会盛上げ支援として行員の大会観戦、

「くまモンのICカード」記念カードの販売、大会ピンバッ

ジの贈呈、優遇金利の外貨預金など大会協賛の金融商

品のキャンペーンを展開した。インバウンドへのおもて

なしとして歓迎講演会なども開催した。

②「おうちde取引キャンペーン」

　2020（令和2）年6月、「WEB口座」や「インターネッ

トモバイルバンキング」の利用促進キャンペーンを実

施 した。WEB 口 座 開

設や新規契約に対し、

抽選で500人に県内特

産品を進呈した。コロ

ナ禍を受けて、お客様

の利便性向上を目指す

とともに、新しい生活

様式の定着および紙資

源削減による社会貢献

を図った。

関連会社概要一覧
会社名 代表者 所在地 事業内容 設立年月日 資本金

肥銀リース株式会社 江藤　英一 熊本市中央区国府1丁目20番1号 リース・貸付業務 1974年12月 2日 50百万円

JR九州FGリース株式会社 大仁田　尚 福岡市博多区博多駅前 2丁目19番22号 
KFG福岡ビル7階

リース業務・貸付・
信用保証業務

1988年 7月12日 400百万円

肥銀カード株式会社 神谷　英文 熊本市中央区上通町10番1号 クレジットカード業務・信
用保証業務等

1990年 4月10日 100百万円

九州みらいインベストメンツ
株式会社 成松　正規 熊本市西区春日1丁目12番3号 KFGビル6階 投資助言業 2022年 4月 1日 300百万円

九州M&Aアドバイザーズ
株式会社

米本　明弘 福岡市博多区博多駅前2丁目19番22号 
KFG福岡ビル10階

M&A仲介・FA事業 2024年 4月 1日 200百万円

肥銀キャピタル株式会社 田島　功 熊本市中央区下通1丁目9番9号 有価証券の取得・保有・売
却業務および企業診断業務

1996年11月18日 100百万円

肥銀ビジネスサポート
株式会社

瀬川　裕司 熊本市北区大窪1丁目1番26号 文書等の整理集配送
および物品管理業務

1981年 3月24日 30百万円

肥銀ビジネス教育株式会社 末吉　繁志 熊本市西区春日1丁目12番3号 KFGビル5階 教育・研修業務 1984年11月 8日 30百万円

肥銀オフィスビジネス
株式会社

小田 俊一郎 熊本市西区二本木5丁目1番8号
事務受託業務、 
有料職業紹介業務

2001年 4月 6日 20百万円

株式会社KSエナジー 西田　貴之 熊本市中央区紺屋町1丁目13番地5 肥後紺屋町ビル6階
再生可能エネルギーの発
電・供給事業

2024年 1月 4日 100百万円

株式会社地方総研 東　和貴 熊本市中央区紺屋今町1番23号 経営相談業務、調査・
研究業務

2025年 4月 1日 100百万円

株式会社九州健康経営ラボ 西　浩 熊本市中央区練兵町1番地 肥後銀行本店ビル3階 健康経営事業 2025年10月 1日 100百万円

③「ふるさと熊本応援キャンペーン」

　2020年6月から、新型

コロナウイルスの感染拡

大で影響を受けた県内

事業者を支援するため、

個人を対象に県内宿泊

券や県産品を懸賞品と

した「肥後銀行 ふるさと

熊本応援キャンペーン」

を展開した。

　資産運用コースでは、

「阿 蘇グリーン定 期 預

金」や投資信託、外債などで一定額を新規預金したり購

入した人のなかから抽選で500人に県内宿泊券2万円分

をプレゼントした。資産形成コースでは、投資信託定時定

額などで一定の条件を満たした人のなかから抽選で100

人に「くまもとのおいしいものギフト」をプレゼントした。

④ハモニカJQ取扱開始

　2021年4月、アミュプラザくまもとの開業を前にJR

九州との提携による、クレジット一体型キャッシュカー

ド「Harmonica JQ（ハモニカJQ）」を導入した。これに

合わせて新規入会キャ

ンペーンを展開、同年9

月15日までのショッピン

グで5,000円以上の利

用者全員にJRキューポ

500ポイントを進呈した。

⑤KFGグループ共通アプリ「Hugmeg」

　ダウンロードキャンペーン

　2022年3月、KFGグループが提供するグループ共通

アプリ「Hugmeg」の認知度向上ならびにダウンロー

ド促進を目的として、グループ全体でアプリダウンロー

ドキャンペーンを実施した。先着30,000人にコンビニ

エンスストアのコーヒー引換券をプレゼントした。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

　主力のリース事業は、情報関連や事務用品、産業機

械、商業用店舗設備、医療機器、船舶・車両ならびに

輸送用機器、建築土木機械など広範に及ぶ。福岡市

の本社のほか東京支店を置く。

肥銀カード株式会社

　クレジットカードに関する業務のほか、住宅ローン

などの信用保証・信用調査業務、口座振替による集金

代行業務などを行っている。

九州みらいインベストメンツ株式会社

　当行の資産運用にアドバイスする投資助言会社とし

て、2022年に設立した。

九州M&Aアドバイザーズ株式会社

　2024年4月、当行と㈱日本 M&Aセンターホールディ

ングス（東京）、玉山ベンチャーキャピタル（台湾）との

9.グループ戦略および新規事業への
　 取組み

（1）当行グループの主要構成と事業内容

　当行グループは、銀行業務だけでなく幅広い金融

サービスを展開し、地域経済の一翼を担っている。連

結子会社主要12社の事業内容は次のとおりである。

肥銀リース株式会社

　リースおよび割賦販売、手形および債権の買取ならび

に融資、各種物品レンタル業、損害保険代理業などを行っ

ている。事業所は本社のほか、八代・天草支店がある。

JR九州FGリース株式会社

　JR 九州の金融財務サービス子会社から、リース・割

賦事業を引き継ぎ、2019（令和元）年10月に当行が子

会社化した。

ハモニカJQ

「ふるさと熊本応援キャンペーン」チラシ

大会記念限定の
「くまモンのICカード」

「おうちde取引キャンペーン」チラシ

女子ハンドボール世界選手権大会の肥後銀行応援デー
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　 当 行 が 出 資 した 新 会 社 は DMC（Destination 

Management Company：観光地域づくり会社）とし

て、より小回りの利く顧客目線の観光施策による地域

振興を目指した。

　同社の資本金は、当行と熊本県が200万円ずつ出

資したほか、当行と鹿児島銀行も参画した「熊本未

来創生投資事業有限責任組合（くまもと未来創生

ファンド）」が4,600万円を出資した。銀行主導によ

る観光振興のための会社設立は全国的にも珍しかっ

た。 

③JR九州FGリース㈱の子会社化

　当行は2019（令和元）年10月、JR 九州の完全子会

社だったJR 九州フィナンシャルマネジメント㈱の株式

90% を取得して子会社化した。同社はそれまで金融

財務サービス全般の業務を行ってきたが、当行の子会

社化にあたってリース・割賦事業のみを継承して社名

を JR 九州 FGリース㈱と変更してスタートした。残り

の株式10%はJR九州が継続保有した。

　同社の子会社化は、第2次グループ中期経営計画の

戦略の柱である「地域総合金融機能」のさらなる高度

化と「地域産業振興機能」のいっそうの強化を図った

もので、当行グループの経営基盤強化と企業価値の

向上に資するものであった。

④肥銀オフィスビジネス㈱における

　人材紹介業ならびに登録型派遣事業の開始

　当行の事務集中化を目的として2001年4月に設立

された肥銀事務サービス㈱は、2020年4月、社名を肥

銀オフィスビジネス㈱に変更すると同時に、キャリア

ビジネス部を新設して当行の取引先企業への人材紹

介業務を開始した。

　それまで、肥銀ビジネス開発㈱から引き継ぎ、主に

当行グループ会社向けの有料職業紹介事業を行って

きたが、本件により業容を拡大し、当行の取引先企業

の人材ニーズに対応した。

（2）地域の課題解決に資する新規事業への取組み
①九州FG証券㈱開業ならびに銀証連携による

　ワンストップサービスの提供

　2017（平成29）年6月、九州 FG 証券設立準備㈱と

して設立。同年12月に九州 FG 証券㈱へ社名変更し、

2018年1月、開業した。同社は熊本・鹿児島・宮崎に

支店を置いた。当行は、お客様に対して九州 FG 証券

と連携し、九州フィナンシャルグループ全体でワンストッ

プかつ質の高い金融サービスの提供に向けて動き出

した。2020（令和2）年10月には、当行および鹿児島

銀行と連携し、株式上場を目指すお客様を支援する

IPO（新規株式公開）支援業務を開始した。

　また、2021年10月、「中・南九州の地域循環共生圏

に関する連携協定」の一環として、当行と九州 FG 証

券、鹿児島、大分、宮崎銀行の共同による投資信託「九

州 SDGs・グローバルバランス」の取扱いを開始し、ファ

ンドの純資産額に応じて自然災害からの復興や自然

環境の保全への寄付を行った。

②㈱くまもとDMC設立ならびに同社への

　出資について

　当行は2016年12月、食や観光面から熊本県の地

域活性化に取り組む DMO18として設立された㈱くま

もとDMC に出資した。新会社には熊本県なども共同

出資した。

九州FG証券設立

3社共同出資（当行60%）により設立した。九州最大の

M&Aマーケットである福岡市に拠点を置き、M&Aや事

業承継に関するアドバイス、仲介業務などを行っている。

肥銀キャピタル株式会社

　投資業務、資本政策や経営コンサルティングといっ

た事業成長支援を行っている。

肥銀ビジネスサポート株式会社

　前身の㈱肥銀用度センターは、1981（昭和56）年3

月に設立。当行の書類保管・管理、帳票や事務用品の

管理・配送などを受託した。

　その後、当行だけでなくグループ内の印刷・製本業

務受託や用度品の管理まで業容が広がり、2017（平

成29）年10月に現社名に変更してからも、倉庫業の登

録など業容拡大を図った。2021（令和3）年9月からは

外部事業者向けの機密書類の管理・保管・整理・運搬・

廃棄業務も開始した。

　本社のほかに肥銀本店営業所（ビジネスサポートセ

ンター）、肥銀事務センター営業所を配置する。

肥銀ビジネス教育株式会社

　前身の肥銀ビジネス開発㈱は、1984年11月に設立。

　2018年4月、グループ会社の再編を機に、当行の

人材教育部門を別法人化し、教育・人事制度のコンサ

ルティング会社としてスタートした。地元企業や自治

体の人材育成、人事制度構築のサポートなどを行っ

ている。

肥銀オフィスビジネス株式会社

　前身の肥銀事務サービス㈱は、2001年4月に設立。

　2020年4月、肥銀事務サービスから社名変更した。

有料職業紹介や労働者派遣、BPO（ビジネス・プロセス・

アウトソーシング）事業を展開し、当行グループの人材

確保だけでなく、地域の人材不足解消をサポートして

いる。

　前身の肥銀事務サービスは、当行の事務部門の受

託業務からスタートし、2018年4月、肥銀ビジネス開

発㈱から有料職業紹介事業などを継承した。主に当

行グループ会社向けの人材紹介業務を行っていたが、

2020年4月、新たに取引先企業向けの人材紹介業務

を開始した。

株式会社KSエナジー

　2024年1月、太陽光発電など再生可能エネルギー

の発電・供給事業者として設立した。工場などの施設

内に太陽光発電施設を設置し、発電した電力をその

施設所有者に販売するPPA 契約（Power Purchase 

Agreement：電力販売契約）を進めている。

株式会社地方総研

　2025年4月、地域の課題解決支援に特化したコン

サルティング会社として発足した。企業や地方公共団

体の意思決定、戦略施策立案のためのリサーチ &コ

ンサルティング業務を行っている。

株式会社九州健康経営ラボ

　2025年10月、当行は健康経営事業子会社㈱九州

健康経営ラボを設立した。当行がもつ豊富な健康経

営に関するノウハウを活用し、取引先の健康経営に関

する課題解決の支援を行っている。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

18 DMO（Destination Management Organization）：地域の多様な関係者を巻き込み、科学的アプローチを取り入れた観光地域づくりの司令塔となる法人

㈱九州健康経営ラボ
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じて寄付者や購入者を募り、マッチングの場の提供を

開始した。グループを挙げて地域の情報を全国、世界

に発信し、新たなビジネスモデルを創造することで持

続可能な地域経済の発展に貢献していくことが期待

された。

⑩㈱九州みらいCreationの設立

　2023年4月、KFG は従来の枠組みを超えて地域産

業振興に係る課題解決に主体的に取り組むため、地

域商社事業子会社㈱九州みらい Creationを設立し、

同年6月、ECモール「よかもーる」をオープンした。

　また、海外ビジネス支援事業では、ポテンシャルが

高い地域の農林水産資源を活用し、地域事業者の海

外販路拡大支援を行った。

⑪㈱KSエナジーの設立

　2024年1月、当行は地球温暖化問題に主体的に取

り組み、地域の脱炭素化を進めるため、従来の金融の

⑦肥銀ビジネス教育㈱の業務開始

　2018（平成30）年4月、当行の人材育成部門を別

法人化し、肥銀ビジネス開発㈱を肥銀ビジネス教育

㈱に改称して、新たに教育会社として事業を開始した。

グループ内だけでなく一般企業などの社員の教育・研

修、能力開発業務を展開し、地域人材の育成に向け

た教育サービスの提供を目指した。人事関連福利厚

生受託業務は、肥銀事務サービス㈱（現・肥銀オフィ

スビジネス㈱）ビジネス開発本部に移行した。

⑧肥銀ビジネスサポート㈱へ社名変更

　当行の総務事務部門の効率化を目的として、1981

（昭和56）年3月に設立された㈱肥銀用度センターは、

当行の文書・用度品などの保管・整理・集配送業務の

ほか、印刷・製本業務、福利厚生施設管理・運営業務

を受託してきた。

　2015年10月に当行が鹿児島銀行と経営統合して

以降は、KFGからの業務受託も開始し、2017年10月、

社名を肥銀ビジネスサポート㈱に変更した。2021年

5月、「倉庫業」の登録を受け、同年9月、一般事業者

向けの「機密書類保管サービス（ひぎん書庫）」を開始

した。

⑨㈱グローカル・クラウドファンディングの設立

　KFG は2020年1月、ミュージックセキュリティーズ

㈱、熊本第一信用金庫、九州電力㈱と共同出資で、ク

ラウドファンディング事業会社㈱グローカル・クラウ

ドファンディングを設立し、同年5月より事業を開始

した。

　九州各地域でのさまざまな事業に対し、クラウドファ

ンディングの手法（事業投資型・購入型・寄付型）を通

「よかもーる」オープン

クラウドファンディングイメージ図　新たなビジネスは、取引先が求める幹部社員や後

継者、専門技術者などのさまざまなニーズに対応した。

当行の営業店からの紹介や自社で取得した求職者情

報に加えて、複数の人材紹介会社とも連携して、ニー

ズに合った適切な人材を紹介する完全成功報酬型の

有料人材紹介サービスであった。

　当行グループが企業の人材不足解消のサポート役とな

ることで、取引先の課題解決支援力の強化につながると

ともに、地域の持続的な発展に寄与することを目指した。

　2023（令和5）年8月、登録型人材派遣事業にも進

出した。当初は、KFGグループ内の OB 人材などのセ

カンド・サードキャリア支援に取り組み、65歳以降の

就労継続希望者への対応を強化することとした。派遣

先としてグループ企業のほか、専門的知見を持つ人材

を必要とする取引先などを想定した。

⑤九州デジタルソリューションズ㈱の

　九州フィナンシャルグループ完全子会社化

　2021年11月、当行の完全子会社だった㈱肥銀コン

ピュータサービスは九州デジタルソリューションズ㈱

に社名を変更し、さらに2022年4月、当行保有の同社

全株式を KFG へ現物配当することにより、KFG の完

全子会社となった。

　デジタル系の組織再編は、グループの持続的価値の

創出のため、全社一丸となったDX 推進態勢の構築が

狙いであった。KFGは2020年にデジタルイノベーショ

ン部を新設しており、グループの DX 推進の取組みが

加速した。「ICT 活用による課題解決支援を通じた地

域の DX 推進」および「KFGグループの全社的 DX 推

進」強化により収益向上・生産性向上を図っていく。

⑥投資助言会社 九州みらいインベストメンツ㈱の

　業務開始

　当行は2022年4月、投資助言会社の九州みらいイ

ンベストメンツ㈱を設立、7月から業務を開始した。当

行の運用資産への投資助言業よりスタートし、投資と

資産形成を通じ「持続可能な地域社会の実現」に貢献

することで、将来的には世界に通用する九州発のアセッ

トマネジメント会社を目指した。

ICT活用による課題解決支援を通じた
地域のDX推進

KFGグループの全社的DX推進

九州全域に事業領域を拡大

広域化への挑戦
（鹿児島・宮崎・福岡他）

新たな
ビジネスモデル

構築
AI 人材

育成
人材
確保

構造
改革

人事
制度

現行
ソリュー
ション

データ
クラウド
アジャイル M&A

デジタル
ソリューションを担う
人材獲得・育成

3つの挑戦
DXを通じて
地域を変える

デジタル技術で
新たな価値を
提供する

変化に挑戦する
プロ集団になる

地域
DX

九州みらいインベストメンツ株式会社

略称：KMIC、ケイミック
世界に通用する

九州発のアセットマネジメント会社

運用力の
高度化・拡大

お客様への新たな価値の提供

社会への新たな価値の創出

Kyushu Mirai Investments Co., Ltd.

お客様との共創

社会との共創
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枠を超えた再生可能エネルギー事業子会社㈱ KS エ

ナジーを設立した。同社を通じて、ヒト・モノ・カネ・グ

リーンエネルギーの域内好循環を生み出していくこと

で、KFGグループおよび地域のカーボンニュートラル・

脱炭素化の実現を目指した。地方銀行による電力事

業会社設立は、九州で第一号であった。

⑫㈱KSエナジーによるグループ向け電力供給の開始

　2025（令和7）年6月、㈱ KS エナジーは太陽光発電

所を建設してKFGグループ向けの再生可能エネルギー

供給事業に取り組むことを発表した。九州内８か所に

出力計2,818kW の太陽光パネルを設置し、同年11月

からKFGと肥後銀行、鹿児島銀行に電力供給を始め

た。年間発電量は約320万 kWhを想定していた。

　 同 事 業 は「オ フ サ イト PPA（Power Purchase 

Agreement：電力購入契約）」と呼ばれ、発電事業者

が需要家（企業など）の敷地外に再エネ発電設備を設

置し、需要家は小売電気事業者を通じて再エネ電力

を購入する自家消費モデルの一つであった。

⑬九州M&Aアドバイザーズ㈱の設立

　2024年4月、当行は、㈱日本 M&A センターホール

ディングスと、台湾の玉山フィナンシャルホールディン

グスの100%出資子会社である玉山ベンチャーキャピ

タルとの3社共同出資により、事業承継・M&A 専業会

社九州 M&Aアドバイザーズ㈱を設立した。

　地域の社会・経済の未来に、広範囲に影響を及ぼす

事業承継問題について、九州全域を視野に、九州経済

の中心である福岡に拠点を置き、福岡と熊本、ひいて

㈱KSエナジー設立を報じる新聞記事（『熊本日日新聞』2023年12月26日付）

時間勤務者（1日6時間）の労働日数を現行の月15日か

ら13〜15日の幅での勤務を可能にし、1日の労働時間

も15日勤務者は4〜6時間で選べるようにした。時給

は最大160円引き上げ、フル勤務者の雇用上限年齢を

60歳から65歳に引き上げた。

時差勤務・インターバル勤務の導入

　2015年4月、長時間労働の抑制による健康被害防

止とお客様の実態に合わせた営業体制の構築を目的

に、時差勤務を導入した。

　当初は、お客様との面談を行う従業員を対象とした

が、業務に合った就労時間にするため、対象者、勤務

時間帯など運用を拡大した。また、2020年4月には従

業員の心身の健康維持を目的に、インターバル勤務を

導入した。終業時刻から11時間以上の休息時間（イン

ターバル）を必ず確保することとした。

「イクボス・よかボス」を宣言

　2019年1月、多様化の時代に管理職の意識改革を

行うため、笠原頭取は「イクボス・よかボス宣言」を発

した。新しい時代の理想の上司（イクボス）を育てる企

業ネットワーク「イクボス企業同盟」にも加盟した。熊

本県に本社をもつ民間企業としては、初めての宣言な

らびに加盟であった。同年3月には同宣言者を全所属

長に広げ、各人が宣言書に署名した。

　また、2021年3月、熊本県が実施した「KUMAMOTO

よかボスAWARDS 2020」で、従業員の仕事と子育て

の両立など優れた取組みを行ったとして表彰された。

イクボス・よかボス宣言

は九州全域を繋ぐことで、持続可能な地域社会の実現

と発展に貢献することを目的とした。

⑭㈱地方総研の設立

　2025年4月、当行が100% 出資するコンサルティン

グ事業子会社㈱地方総研を設立した。公益財団法人

地方経済総合研究所で行っていた自治体からの調査

受託や企業へのコンサルティング事業を新会社へ移

した。

　半導体を中心とした電子デバイス産業集積が進み、

熊本が大きな転換期にあるなかにおいて、企業や地方

公共団体の意思決定や戦略・施策立案を支援するととも

に、それらの成功確率を向上させることで、豊かで持続

可能な社会の実現と発展に貢献することを目的とした。

九州M&Aアドバイザーズ㈱の開所式

㈱地方総研ホームページ

10. 働きやすさの追求と人材の育成

（1）「働き方改革」への取組み

人事トータルシステムの更改

　2017（平成29）年4月、人的資源管理の高度化と

ペーパーレスによる業務効率化を図るため、人事トー

タルシステムを更改した。時間外・休日出勤管理など

の各種人事関係システムを集約し、出勤簿などの紙の

帳簿は廃止した。

管理職・監督職への多面評価の実施

　2017年2月、管理職に対する部下からの評価制度に

ついて、被評価者を監督職能行員にまで拡大した。結

果は被評価者にフィードバックするが、処遇には反映

せず、人事評価や賞与査定とは区別した。

雇用上限年齢の延長

　2019（令和元）年7月、継続雇用制度における雇用上

限年齢を65歳から70歳へ延長した。やる気と能力を

もった従業員が継続して就業できる環境を整備し、専

門スキルやノウハウを発揮できる人材の活躍を支援した。

スタッフ（パートタイマー）の処遇改定

　2020年1月、従業員が長期間いきいきと働き続ける

ことのできる就業環境の整備と優秀な人材の確保を目

的にスタッフ（パートタイマー）の処遇を改定した。短

人事トータルシステムメインメニュー

第4節　パラダイムシフト下の当行経営
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19 アルムナイ：「卒業生」「同窓生」の意味。近年では「企業の退職者」を指す言葉としても用いられる
20 リファラル：「紹介」や「推薦」の意味

制定した。全従業員を対象に、職務遂行力と基礎的能

力として計342のチェック項目を設け、原則として上司

が4段階評価した。

　2022年12月には、専門スキル認定制度を新設した。

高い専門性が求められる分野でスキル認定を行い、全

行で多様な人材が活躍する「人材ポートフォリオ」の構

築を狙いとした。認定対象分野は「法人コンサルティング」

「個人コンサルティング」「事業再生支援」「デジタル」「市

場運用」などで、適宜追加していった。

キャリア採用の多様化

　当行は、地域社会・経済などの環境変化に伴う当行

事業領域の拡大や働き方の多様化を踏まえ、経験や知

識を持つ即戦力になり得る人物を採用するキャリア採

用活動を積極的に行っている。2015（平成27）年度か

ら2025（令和7）年度までの採用者数は279人になり、

さまざまな部室所店で活躍している。

KFGグループアルムナイ制度の導入

　外部で培ったスキルや経験を活かし、即戦力とし

て貢献できる人材の採用を強化した。2024年12月、

「KFG グループアルムナイ19制度」を導入した。本制

度の対象は中途退職者に限定せず、採用選考において

つながりを有した「内定辞退者」およびグループ内転

籍希望者まで拡大し、従業員の主体性を尊重し、それ

ぞれの能力を最大限に発揮できる機会を提供した。

リファラル採用制度の導入

　2024年12月、従業員から入行を希望する知人や友

人の紹介・推薦を受け、採用する「リファラル20採用制

度（紹介採用制度）」を導入した。安定的かつ多様な人

材確保を目的とした。従業員が紹介した入行希望者が

採用された場合、報酬を授与した。

ビジネスカジュアル・オフィスカジュアルの導入

　2025年5月、ビジネスカジュアルとオフィスカジュア

内だけでは成し得ない成長を実現するとともに、職場内

に多様な価値観をもたらすことなどが期待された。

グループ内転籍・出向制度の導入

　2021年10月、当行と鹿児島銀行は従業員のライフ

イベント（結婚、配偶者転勤、介護など）の事情に応じて、

両行間で転籍・出向を可能とする「グループ内転籍・出

向制度」を導入した。従業員が家庭の都合により転居

せざるを得ない場合に、両行の本店・営業店間であれ

ば転籍・出向を認めた。

育児休業制度の改定

　国が育児関連の法律を改正して労働者の雇用環境

向上に努めているのに合わせ、当行も順次、育児休業

などの規程を改定した。

　2022年4月、性別を問わず育児に参加可能な企業

風土の醸成を図るため、「出生時育児休業制度」を新

設した。男女ともに、出生後8週間以内に休みを4週間

まで取得可能とした。また、育児休業の開始日を1歳、

1歳半の時点に限定せず、柔軟に取得できることとした。

　男性行員の育児休業については2016年度より取得

促進を働きかけた。2020年10月には、男性育児休業

取得日数を5日間以上とし、対象者の取得状況は業績

評価の対象とした。

　2023年11月、当行は、社会の男性育休100％実現

に向け企業の経営者が宣言し、目標をもってアクショ

ンおよび発信していくプロジェクトである「男性育休

100％宣言」に賛同した。行内に

おける男性育児休業取得日数を7

日間以上とし、性別に関係なく仕

事と家庭を両立できる環境づくり

によりいっそう取り組んだ。

ジョブスキル基準と専門スキル認定制度の新設

　2019年12月、当行の人材育成ツールの一つとしてミ

ニマムリクワイア基準を改定し、「ジョブスキル基準」を

時間単位休暇制度の導入

　2021（令和3）年4月、従業員がライフイベントに応

じて休暇を柔軟に取得できるように、普通休暇（年次

有給休暇）の時間単位制度を導入した。対象は正行員、

準行員、フルタイムスタッフで、これまでの1日もしくは

半日単位での取得に加えて、1時間単位の取得と勤務

時間内の中抜けも可能にした。年間で取得できる時間

単位の休暇は、5日間相当の時間数を限度とした。

キャリアチャレンジ制度の新設

　2019年7月、従業員のキャリア形成に関し、自ら手を挙

げ、チャレンジできる機会を提供する「キャリアチャレンジ

制度」を新設した。原則年2回、全従業員を対象に、公募

ポスト（民間企業への出向・研修派遣、本部各部、県外支

店など）と業務内容を示し、応募者について所管部署と

人事部で選考した。地公体や熊本大学など外部出向先

を含む公募ポストは214件に上った（2025年9月現在）。

　また、2021年7月には、「KFGグループチャレンジ制

度」を新設するなど、従業員のモチベーションアップ、

多様な人材の発掘・育成や職務開発による組織能力の

向上を目指した。

副業制度の導入

　2021年10月、副業制度を導入

した。保有資格・スキルを活かし

た講演、講義、スポーツインスト

ラクターなど、副業先と雇用契約

を締結しない「個人事業主型」に

ついて認めた。従業員が行外でさ

まざまな経験を積むことで、職場 副業事例

本部各部・営業店

部署 グループ・係 業務内容 募集 
目途

経営企画部 デジタル
イノベーション室

新規事業、デジタルテクノロジー
活用商品企画等

5名

人事部 人事企画G 新卒・中途採用、研修企画 1名

与信統括部

審査G 事業資金審査
（事業資金審査、企業再生支援等）

1名

企画G CTS、個人ローン業務支援システム
等の開発

1名

市場金融部
市場運用G 債券、株式、デリバティブ等の売買 1名

市場業務G 株式、デリバティブ等の決済 1名

営業統括部 営業企画G 店舗戦略、キャッシュレス推進 1名

個人営業部 CP福岡 福岡リテール戦略（住宅ローン） 5名

法人営業部

コンサルティング室 事業承継、M&A、医療、農業、
コンサルティング

1名

法人営業企画G ビジネスマッチング他 1名

肥銀キャピタル 投資業務、コンサルティング、
M&A 他

2名

事務統括部 事務管理・指導G ECRS施策の企画、人材育成 1名

IT統括部

IT戦略G IT全体戦略、投資・経費管理、
最新動向調査

1名

企画開発G 情報システムの個別企画・
開発・管理

1名

監査部 営業店監査G 被監査店の真因分析、
ミドルマネジメント評価等

1名

福岡支店 SRM 法人営業 1名

東京支店 SRM 法人営業 1名

【2019年度上期 キャリアチャレンジ公募一覧】
出向・研修派遣

派遣先 業務内容 募集 
目途

みずほ信託銀行 遺言信託、遺産整理業務等全般 1名

日本M&Aセンター M&Aセミナー開催、マッチング 1名

九州経済連合会 海外ビジネス展開支援、海外フォーラム開催 1名

熊本県信用保証協会 融資審査業務 1名

九州FG証券 資産運用、資産形成等の提案活動 3名

鹿児島銀行 営業店・本部業務 10名

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

イクボス・よかボスとは
職場で共に働く部下のワークライフバランスを考え、その人
のキャリアと人生を応援しながら、組織の業績も結果を出して、
自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司。また、2014
年にNPO 法人による「イクボス企業同盟」が発足し、全国で
274社（2025年9月現在）が加盟している。

肥後銀行「イクボス・よかボス宣言」
１．�従業員のワークライフバランスの実現を支援するとともに、自ら

も積極的に仕事と人生を楽しむ「イクボス・よかボス」になります。
２．�従業員一人ひとりが “ 充実感 ”や“やりがい”を感じながらい

きいきと働けるよう、互いに個性や多様性を尊重し合う自由
闊達で風通しの良い職場環境づくりに努めます。

３．�従業員が最大限の能力を発揮できるよう、一人ひとりに適し
たキャリア形成を支援します。

４．�地域と共に歩む金融機関として、「イクボス・よかボス」に係
る取組みの推進に努めることで地域の活力を高め、豊かな地
域社会の実現に貢献します。
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当行主催による「熊本県内の女性職員を対象とした異

業種交流会」を徒然会館で開いた。前年に続く開催で、

県内の9企業・団体から26人が参加し、グループディス

カッションなどを行った。

「子育てサポート企業」に認定（くるみん認定）

　2017年8月、厚生労働大臣が認定する「子育てサ

ポート企業」として認定された（くるみん認定）。2003

年に成立した次世代育成支援対策推進法（次世代法）

に基づく当行の行動計画の達成状況が、一定の認定

基準を満たした。

　2019年9月には、仕事と子育ての両立について、よ

り高い水準で取り組んでいるとして厚生労働大臣から

「プラチナくるみん」の認定を受けた。

「労働時間等の働き方」「管理職比率」「多様なキャリ

アコース」の5つを評価項目としていた。

女性徽章（バッジ）の導入

　2016年4月、当行行員としての誇りと責任をもち、お

客様からの信頼をより高めることを目的として、女性役

席者（代理職以上）向けに徽章を作成、貸与した。当行

のシンボルマークをデザインしたもので、上着左胸に着

用することとした。2018年10月には主任職にも導入し

た。2023年4月には、女性従業員の事務服廃止に伴い、

マルサン徽章を貸与した。

育児休業者の復帰支援

　2016年4月、育児休業者に対するスムーズな復帰支

援と復帰後の両立支援の一環として、運用中の「肥銀

インターネット学習支援システム」（現・ひぎん学びネッ

ト）上に、人事部との双方向コミュニケーション機能を

追加し、人事部との個別相談体制を整えた。

女性職員対象の異業種交流会を開催

　2017年1月、女性活躍推進の取組みの一環として、

ルをグループ会社で導入した。従業員の多様性の尊重

とKFGの働き方統一を目指した。

「ブライト企業」の認定

　2022（令和4）年11月、働く人がいきいきと輝き、安

心して働き続けられる企業を熊本県が認定する制度「ブ

ライト企業21」として表彰された。同制度は、県全体の

労働環境や処遇の向上を図るとともに、若者の県内就

職の促進が目的だった。

　当行は、従業員とその家族の満足度（勤続年数、育

児・介護制度の整備）、地域の雇用、地域社会・地域経

済への貢献（インターンシップ、社会貢献活動）、安定

した経営状況が認められた。

職務記述書の改定

　2020年10月、個人の能力開発と部下指導の実効

性を高めるため、「個人別能力開発計画書」を「職務

記述書兼評価書」に改定した。それまで所属長が役席

を含む全行員の管理・指導を行っていたが、改定後は

「所属長→役席→行員」の運用とした。役席は行員の

教育責任者となり、現場での徹底的な議論による職務・

評価の納得度の向上が期待された。所属長は役席の

マネジメント力育成に力を入れることとした。

「キャリアシート」の作成

　2024年4月、全行員の主体的なキャリア形成を促

進するため、新たに「キャリアシート（通称：マイキャリ

ア）」を導入した。行員自ら「何を目指すのか」「経験を

どう活かすのか」「どんなスキルが必要か」を考えてプ

ランを策定した。上司は部下の意向を尊重した中長

期的目線での指導が求められた。一方で従来の自己

申告書を廃止した。

マイパーパスの作成ならびに共有会の実施

　2024年7月から9月にかけて、パーパス経営・バ

リューの浸透およびエンゲージメント向上を目的とし

て、個々人がパーパス（マイパーパス）作成に取り組ん

だ。正行員が対象で、各人は上司との2度の面談を通

じ、自分を突き動かす原動力や人生で成し遂げたいも

のをマイパーパスとして言語化した。職場内でそれぞ

れがマイパーパスを発表し、共有した。

（2）女性活躍推進への取組み

「女性活躍推進法」に基づく行動計画の策定

　2016（平成28）年4月、「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が施

行された。当行も法に従って、行動計画を策定した。

2023年4月には、2027年3月までの第3次行動計画を

策定した。

　定量目標として、女性管理職比率20% 以上、女性

役席者比率42% 以上、女性の法人渉外・コンサルティ

ング・本部企画・審査担当人数200人以上、育児休業

取得率100%（男性は原則10営業日以上育児休業を

取得）の4つを定めた。

　このうち、女性管理職比率は2015年3月の5.2% が

2022（令和4）年2月に13.3%、女性役席者比率は同じ

く15.9% が36.0%となった。 

　2023年11月、厚生労働省が女性の活躍促進に関す

る状況が優良な企業を認定する

制度「えるぼし」で、当行は評価

項目すべての基準を満たし、最

高位である「3つ星認定」を取得

した。同制度は、女性活躍推進

法に基づき、「採用」「継続就業」

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女
性活躍推進法）
　2016年4月に施行された2026年3月まで（当時）の時限立
法。女性が職場で活躍できる社会づくりを後押しするため、

「採用、昇進などの機会の積極的な提供」「仕事と家庭が両
立しやすい環境整備」「仕事と家庭との両立に関して本人の
意思の尊重」の３つの基本方針を掲げている。
　従業員301人以上の企業に対して、自社の女性活躍に関
する状況把握と課題の分析、さらに行動計画の策定・届出・
公表などを義務付けた。2022年4月に改正され、行動計画
策定などの義務が、従業員101人以上の企業にまで拡大した。

くるみん認定に係る計画達成状況
【行動計画１】 女性が仕事と家庭を両立し、

安心して働き続けられる環境を整備すると
ともに、女性の能力開発およびキャリア形
成に資する取組みを推進する
＜達成状況＞女性活躍推進室の新設（2015.4.1）、管理職養
成プログラムスタート（第1期および第2期のインターバルプ
ログラム実施）、育児休業復帰研修の実施（年2回）

【行動計画２】 男性育児休業の取得促進
＜達成状況＞2015年度配偶者出産者における育休取得率
100％達成、行内通達や行内メールによる取得促進、仕事と
育児･介護の両立支援ガイドによる周知および理解促進

【行動計画３】 育児休業取得および職場復帰支援
＜達成状況＞仕事と育児 ･ 介護の両立支援ガイド作成および
周知、育児休業復帰研修の実施（年2回）、両立支援研修の実
施（年1回）、育児休業者コミュニケーションサイト新設によ
る情報発信と個別相談対応

シンボル
マーク

「女性活躍推進」をテーマにした講義を受ける参加者

えるぼし認定マーク

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

2022年度代表認定企業（上位9社）として
認定証授与式

（©2010熊本県くまモン 撮影2022.11.4）

ブライト企業認定証

21 ブライト企業：ブラック企業と対極の企業をイメージした熊本県の造語
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健康経営事業子会社の設立

　2025年10月、地域における健康経営の促進に注力

し、ウェルビーイング（地域住民の幸福）と地域価値の

向上に貢献するため、当行が100%出資する健康経営

事業子会社㈱九州健康経営ラボを設立した。健康経

営に関するコンサルティングや福利厚生、地域の健康

スポーツ事業を担う。健康経営に関する子会社を立ち

上げるのは全国の銀行で初めてであった。

（4）人的資本経営を踏まえた行員価値向上

　KFGグループは、パーパス、人権方針および2030

年共創ビジョンに基づき、2023（令和5）年5月、グルー

プ共通の人材育成方針と社内環境整備方針を定めた。

ビジョン実現に向け、従業員エンゲージメントを高め、

就業時間中の禁煙

　2020（令和2）年4月、就業時間中（昼休み1時間およ

び時間外を除く）の喫煙を禁止した。「健康増進法の

一部を改正する法律（改正健康増進法）」の施行を受け、

当行施設・行用車の利用者全員を対象とし、お客様や

取引業者にも同様に協力を求めた。当行のサステナビ

リティ全体構想の取組事項である「健康経営の実践及

びお客様・地域の健康増進支援」として、行員の健康

保持・増進とともに、地域全体に「健康経営」を浸透さ

せることを目的に、KFG、鹿児島銀行も同様の内容で

実施した。

　さらに、2025年10月、よりいっそうの役職員の健康

増進、受動喫煙防止を図り、地域全体に「健康経営」を

浸透させるため、当行敷地内での喫煙を終日禁止した。

健康管理システムの運用開始

　2020年10月、役職員が健康診断結果の閲覧や健

康診断の受診申込などを行う「健康管理システム」の

運用を開始した。

健康施策に大きな評価

　当行の「健康経営宣言」以降の「こころと体の健康」

への取組みは、国や熊本県からも高い評価を受けた。

【第3回上手な医療のかかり方アワード表彰】

（2021年度、厚生労働省医政局長賞コンテンツ部門特別賞）

【熊本県健康づくり県民会議表彰】

（2022年度「健康経営、検診・がん検診部門」）

【スポーツエールカンパニー認定】

（スポーツ庁、2023～2025年の3年連続認定）

【健康経営優良法人（ホワイト500）認定】

（経済産業省、2019〜2025年の7年連続認定）

　当行は、経済産業省が実施する健康経営優良法人

認定制度において、「健康経営優良法人2025（大規模

法人部門）ホワイト500」に認定され、7年連続で認定

された。あわせて上位50位以内（認定法人3,400社）

の評価を受けた。

旧姓使用の導入

　2021（令和3）年4月、婚姻などの改姓によるキャリ

ア分断を避けるため、戸籍上の氏が変更になった際も、

希望者には引続き行内で変更前の旧姓使用を認めた。

「ひごっ子の森北熊本保育園」開設

　2021年12月、従業

員の仕事と育児の両

立支援のため、2園目

の事業所内保育施設

「ひごっ子の森北熊本

保育園」を北熊本支店

敷地内に開設した。

女性従業員の事務服廃止

　2023年4月、ジェンダー平等・脱炭素社会への対応・

組織活性化などを目的に、女性従業員の事務服を廃止

した。服装はスーツかスーツに準ずるものとし、事務セ

ンター勤務者は、男性を含めてオフィスカジュアルを

認めた。併せて身だしなみ基準を改定し、ピアスやイ

ヤリング、ネイルも目立たない範囲で認めた。

　女性従業員の事務服着用については、2005（平成

17）年4月に代理職以上の女性役席者は廃止とし、

2018年10月からは主任職でも同様の扱いとしていた。

女性活躍・子育て支援で表彰や受賞相次ぐ

　女性が活躍できる職場づくりや子育て支援、男女共

同参画社会などに向けた当行の積極的な取組みは、熊

本県や熊本市、外部団体からも高く評価された。主な

表彰は次のとおり。

【熊本県男女共同参画推進事業者表彰】

2015年度、2017年度表彰

【熊本市子育て支援優良企業】

2015年度〜2017年度認定ならびに表彰

【第2回女性活躍パワーアップ大賞】

2017年2月、優秀賞受賞（（公財）日本生産性本部主催）

（3）健康経営への取組み

健康経営宣言

　2019（平成31）年1月、従業員と家族の健康管理を

経営的視点から考え戦略的に実践する「健康経営」を

行内外に表明するため、「健康経営宣言」を発表した。

宣言を機に「こころと体の健康」のため、さまざまな施

策に全行挙げて取り組んだ。

健康経営事業子会社の設立を報じる新聞記事
（『熊本日日新聞』2025年9月3日付）

健康経営優良法人2025
ホワイト500
認定書授与式

（右・髙本副頭取）

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

ひごっ子の森北熊本保育園

健康経営宣言 
　肥後銀行グループは、役職員およびその家族の「こころと体
の健康」が、企業理念に掲げる「創造性に富み、自由闊達で人
間尊重の企業文化の確立」に重要であると考え、肥後銀行グ
ループと肥後銀行健康保険組合が一体となり、「こころと体の
健康」の保持・増進に向けた取組みを積極的に行ってまいります。
【主な取組内容】

人事担当役員を「健康づくり責任者」とし、以下の政策に取り組む。
１.こころの健康管理
　・メンタルヘルスセミナーの定期的な開催
　・�人事部、健康管理室、健康保険組合、提携医療機関等ラ

インケアの充実
　・ストレスチェック結果に基づく職場改善活動の実施
２.からだの健康管理
　・要精密検査受診率および被扶養者特定健診率の向上
　・禁煙促進（禁煙外来サポートの充実、禁煙デーの設定）
　・生活習慣定着に向けた取組み（女子駅伝部・行友会の活用）

プラチナくるみん認定に係る計画取組状況
【多様な人材が活躍する組織づくりのための意識改革】
＜主な取組内容＞ダイバーシティマネジメン
トセミナーの実施、イクボスセミナーの実施、
頭取・全所属長によるイクボス・よかボス宣言
の実施

【所定外労働時間の削減】（数値目標）計画期間終了年度 
2016年度比10％以上削減
＜主な取組内容＞18時以降時間外労働の原則禁止、ノー残
業デーの実施（毎月2回）、数値結果＝2018年度時間外労働
実績：28％削減（2016年度比）

【男性の育児休業取得促進】（数値目標）育児休業取得率
90％以上 
 ＜主な取組内容＞行内への周知・啓発の実施、数値結果＝男
性育児休業取得率100％
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竣工した清水研修所は、半世紀にわたって行員の学び

の拠点であったが、交通アクセスの利便性、研修所機

能の向上を考慮した。機能移転に先立ち、2021年11

月清水研修所を閉鎖した。

⑥メンター制度の新設

　2024年8月、メンター制度を新設した。全階層を

対象として、所属・ブロックを超えて行内横断的に相

談できる機会を提供し、知識・経験が豊富な先輩（メ

ンター22）と成長意欲を持つ後輩（メンティー23）が主

体的なつながりを構築することを支援した。

⑦KFG第1期生新入行員の研修実施

　2016（平成28）年4月、KFG 発足後の第1期生とし

て当行と鹿児島銀行に入行した新入行員の合同研修

を、同年10月、鹿児島銀行研修所で実施した。1泊2

日の日程で当行からは122人が参加し、KFGグループ

の一員としての意識を高めた。

⑧自主企画体験研修の実施

　2018年8月、行内で自主企画体験研修の参加者を

募集した。同年10月〜12月に首都圏で2泊3日の外

部研修参加や企業視察、文化芸術鑑賞などの企画や

視察日程を行員自らが策定するものであった。26人

が応募し、選ばれた6人が最新のワークスタイルを取

り入れた企業や、日本経営品質賞受賞企業を訪問し、

M&A 研修に参加した。

内容やスキル、キャリアプランなどに応じた約130講

座の教材を提供し、各人はそれらを自主的な学習に利

用した。 

③インストラクター制度の廃止

　2020年7月、当行内の業務指導や人材育成を担って

きたインストラクター制度を廃止した。統括店を中心

としたブロック単位運営における係別・階層別勉強会

や各専門担当者による現場 OJT が活性化した現状を

踏まえた措置であった。

④行内ロールプレイング大会開催

　2003（平成15）年より行内ロールプレイング大会を

開催した。「質の高い金融サービスは基本の徹底から」

を合言葉に、お客様との会話、正確な事務手続き、提

案の組立て方などのノウハウを共有した。毎年さまざ

まなテーマを設定し、ブロック予選会を勝ち抜いてき

た出場者は、熊本市民会館大ホールや、熊本県立劇

場演劇ホールで模範演技を披露した。

　2018年からは、鹿児島銀行の代表者も出場。2021

年にはニューノーマルに対応する新たな試みとして全

編動画配信に移行し、第19回大会をもって行内ロー

ルプレイング大会は終了した。

⑤研修所機能の移転と清水研修所の閉鎖

　2022年3月、研修所機能をそれまでの清水研修所

から肥後紺屋町ビルに移した。1969（昭和44）年に

22 メンター：相談対応者であり、自身の強みや知見を指導に役立てたい従業員
23 メンティー：相談者であり、自身の課題について具体的アドバイスを希望する従業員

価値を創造する人材の育成や確保、働きがいの充実

を通じて、多様性と自律性を備える集団形成を図った。

新しい人事制度の導入

　2023（令和5）年4月、近年の事業領域の拡大や価値観

の多様化を踏まえ、約10年ぶりに人事制度を改定した。

　「役割（職務）および成果の重視」「多様性を尊重し積

極的に活かす組織づくり」「高度のスキルを保有する人

材の専門性発揮」の3点を改正のコンセプトとし、多様

な人材が創造性を発揮し、永続的に成長・活躍できる

人事制度を目指した。

　具体的には、コース体系をはじめ給与や休暇・休職制

度などを見直した。これらの人事制度改定に伴い、法的

資格、標準スキル、自己啓発ポイントを改定した。

賃金制度の改定

　2023年4月、物価上昇への対応と従業員のエンゲー

ジメント向上などを目的に、28年ぶりとなる従業員の

ベースアップと初任給の引上げを実施した。資金量

ベースで3.2% のベースアップと、2% の定期昇給と併

せて5.2% 以上の賃上げとなった。初任給も10,000

円〜30,000円引き上げた。また、2025年4月にも約

5.2% の賃上げを実施した。ベースアップを含む賃上

げは3年連続となった。

人材育成

①ブロックサポーター、パーソナルサポーターの新設

　2019年6月、身近な立場でアドバイス・相談・指導を

行うブロックサポーター（統括店長に指名されたブロッ

ク内の役席者および行員）をブロックごとに配置し、パー

ソナルサポーター（人事部長に指名された人事部員）と

連携しながら、若年層の成長支援やモチベーション向

上を目指した。

②従業員向けポータルサイトの運用

　2020年3月、インターネット上に「従業員ポータル

サイト」を開設し、各人が自宅のパソコンやスマートフォ

ンなどから個人に付与された IDとパスワードでログ

インできるシステムを

導入した。併せて、自

発的な学習を支援する

ため、行内放送局「ひ

ぎん Net-TV」の行 外

視聴を開始した。

　同年10月には、「ひ

ぎん学びネット」を導

入した。従業員の仕事

KFG第1期生新入行員合同研修

行内ロールプレイング大会

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

ひぎん学びネット

人事制度の主な改定概要

項目 主な改定概要

コース
体系

・�極めて高度な専門業務を担うプロフェッショナル
職新設 

・�総合職・一般職コース統合（キャリアパス制限撤
廃）及び総合職内にゼネラリストコース、専門キャ
リアコース新設 

・�転居転勤可否の選択制導入（エリアフリー・エリア
限定選択）

給与
（処遇）

・役割・責任に応じた職務給のウェイト引上げ 
・�社会環境やライフスタイルの変化等に応じた手当

見直し（家族手当・単身赴任手当・勤務地手当等の
改定） 

・高度な資格保有者に支給する資格手当新設 
・若年層の早期登用 
・シニア層の活躍支援

ワーク
スタイル

・不妊治療等、積立休暇の利用目的拡充 
・�キャリア開発やライフイベントに応じた多目的休

職制度新設 
・行員・スタッフ等の休暇制度統一

パーパスに基づき、私たちの共創ビジョ
ンを実現するため、金融の枠にとどまら
ないさまざまなフィールドで貢献できる
多様な人材を育成します。

PURPOSE

VISION

私たちは、お客様や地域の皆様ととも
に、お客様の資産や事業、地域の産業
や自然・文化を育て、守り、引き継ぐこ
とで、地域の未来を創造していく為に
存在しています

お客様、地域、社員とともに、より良い
未来を創造する『地域価値共創グルー
プ』への進化

KFG
人権方針

人権方針に則り、自由闊達な組織風土
のもと、従業員一人ひとりが能力を十分
に発揮し、自分らしくいきいきと活躍す
ることができる社内環境を構築します。

ビジョン
目指す姿

パーパス
存在意義

人材育成方針 社内環境整備方針
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⑨熊本市長と若手行員が意見交換

　大西一史熊本市長が、市民と熊本市の街づくりにつ

いて直接対話する「熊本市長とドンドン語ろう！with

社会人」で、企業では初めて当行が選ばれた。2019（平

成31）年1月、入行10年以内の若手行員のうち、希望

者約10人が公共交通機関の改善や、街なかの緑化な

どについて市長と意見を交わした。

「礼儀礼節」の体質化に向けた取組み

　卓越したレベルの接遇によるお客様満足度の向上

を目指し、礼儀礼節を教える役割を担う人材として、

2018年11月、全部室所店に「礼節リーダー」を配置

した。礼節リーダーは全員に、礼儀礼節の基本形（型）

に則った接遇応対ができるまで指導した。また、礼節

の定着状況検証のため、お客様アンケートなどのモニ

タリングや臨店調査、ブロック勉強会などを定期的に

実施した。

　なお、創立90周年事業（2015年）の全行統一運動

「やさしいまどぐち運動（現・やさしいまどぐち態勢）」は、

「礼儀礼節の体質化」に向けた取組みとして継続実施

し、接遇管理責任者は廃止した。

福利厚生制度の充実

①選択型確定拠出年金制度の導入

　2020（令和2）年4月、当行と鹿児島銀行、KFG のグ

ループ3社は、退職金・企業年金制度に加えて、行員の

将来の資産形成を支援するため選択型確定拠出年金

制度（選択型 DC）を導入した。給与の一部を切り出し

た部分について、従業員本人が掛金として拠出するか、

給与と合算して受け取るかを選択できた。

②奨学金返済資金の貸付制度を新設

　2016年11月、従業員が入行前（高校、大学などに

在学中）に貸与された奨学金返済のため、行友会によ

る奨学金返済資金貸付制度を新設した。入行2年目

以降の正行員に、500万円を限度に残高の範囲内で

貸し付けた。

③日本版スチュワードシップコードの受入れ表明

　2019年12月、当行と鹿児島銀行の両企業年金基

金は「責任ある機関投資家の諸原則（日本版スチュワー

ドシップコード：SSコード」の受入れを表明した。

　なお、当基金は2021年9月の国連「責任投資原則

（PRI）」への署名、2023年8月の「インパクト志向金

融宣言」への署名等、加入者等の利益のためのスチュ

ワードシップ活動やサステナブルファイナンスに継続

的に取り組んでいる。

④KFG従業員持株会の設立

　2022年3月、KFG は当行と鹿児島銀行の従業員持

株会を統合し、グループ全体の「九州フィナンシャルグ

ループ従業員持株会」を設立した。同持株会はグルー

プ各社の従業員の任意加入とし、拠出金を1口1,000

円、毎月100口を上限とした。KFG 従業員持株会に移

管するにあたり、肥後銀行持株会は解散した。

社宅の新築

　2015年1月、業務継続

態勢を考慮し、東京都文京

区に本郷社宅を新築した。

さらに、2020年9月には福

岡高宮徒然寮、2024年4

月には菊陽社宅を建て替

え、従業員の福利厚生、環

境整備に努めた。

表彰制度の充実

　当行の業績や収益向上に貢献した従業員を表彰し

た従来の表彰対象を拡大し、お客様が求める価値の

提供や地域への貢献などを表彰基準に盛り込んだ。

「褒める風土」醸成のため、2018年6月から各部・各ブ

ロックによる推薦を募り、半期に1度表彰委員会で審査

した。

　2018年10月、ボランティア活動や人命救助、お客

様第一主義を実践した者など従業員15人に対し表彰

した。

　また、2025年4月には、KFG 理念体系であるバリュー

を意識した行動や取組みを加速させていくため、KFG

グループとして表彰制度を新設した。３つのバリュー（誠

実・主体性・チームKFG）のうち「チームKFG」に焦点

を当て、グループの総合力を発揮するため所属にとら

われずに行動し、著しい成果をあげた組織を表彰した。

職場環境改善への取組み

①エンゲージメント調査の開始

　2021年8月、KFG は当行はじめグループ全従業員

向けに定期的なエンゲージメント24調査を始めた。可

視化ツールを用いて、従業員の心理状態や貢献意欲を

把握し、働き方や組織の改革に活かした。若年層は毎

月、そのほかの従業員は3か月に1度の実施とした。

（5）人権と多様性の尊重への取組み

人権研修の実施

　「KFG人権方針」（2021年12月制定）を踏まえ、全

従業員が人権尊重責任を果たし、人権に関する感度を

高めるため、全従業員に対し継続した教育を実施して

いる。また、人権に関する歴史的背景や、アンコンシャ

スバイアス25について、具体的な事例を交えた動画の

視聴といった研修も行っている。

アンコンシャスバイアス解消に向けて

　2025年4月、役員と管理職を対象にアンコンシャスバ

イアスについてのセミナーを実施した。セミナー後、職場

のアンコンシャスバイアス解消と業務効率化のため、来

客時の飲料提供ルールを制定した。給茶ではなく、ペット

ボトル飲料（水）を応接者自らが提供

するものとし、応接者以外が関わる際

も特定の者に偏らないように配慮した。

来客用の飲料水として同年7月、当行

のオリジナルペットボトルを採用した。

パートナーシップ制度の導入

　2025年4月、ダイバーシティのさらなる促進に向け、

性別、性的指向、性自認にとらわれず、同性パートナー

を配偶者とみなして福利厚生制度などを適用する「パー

トナーシップ制度」を導入した。「パートナーシップ宣

誓制度」を導入している自治体で発行される証明書な

どを保有している従業員に対し、法律上の配偶者と同

等の福利厚生などを適用した。表彰式の様子

24 エンゲージメント：組織や仕事に対して、自発的な貢献意欲を持ち、主体的に取り組めている状態を表した指標
25 アンコンシャスバイアス：無意識の思い込みと、無意識のうちに抱く考え方や行動パターン

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

SSコード 
顧客・受益者の中長期的な投資リターンの拡大を図ることを目
的として策定された機関投資家の行動規範。
SSコードの受入れを表明し、SSコードで定める活動を行うこと
で、投資先企業の企業価値を向上させるなど投資リターンの拡
大を促し、従業員の資産形成や母体企業の財政状態の向上に
貢献するものとされている。

本郷社宅

当行オリジナル
ペットボトル

熊本市長と意見交換する若手行員
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

11. 広報戦略

（1）�さまざまなステークホルダーに向けた
　　コミュニケーション戦略

定例記者会見の開催

　2018（平成30）年9月、お客様への有益かつ的確な情

報提供の充実、報道機関とのよりいっそうのコミュニケー

ション向上を目的として、頭取による定例記者会見を始

めた。その後も2か月に1度のペースで開催している。

株主・投資家との関係強化

　株主・投資家との建設的な対話を通じた持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、経

営統合後、KFG 経営陣による経営戦略や財務状況な

どに関する会社説明会を実施している。

　2015年12月、投資家向けに「KFG第1回会社説明会」

をグラントウキョウ ノースタワーにおいて開催した。そ

の後も定期的に面談による対話やWEBを活用した個別

ミーティング、ホームページでの動画配信など積極的に

実施している。個人投資家に向けた会社説明会も経営

統合を機に活動を強化した。KFGの拠点である熊本、

鹿児島、福岡、宮崎のほか、オンラインでも開催している。

　また、KFGは株主総会が、株主との建設的な対話の

場であることを認識し、その活性化に努めるとともに、

株主の皆様が円滑に議決権を行使できるよう環境整備

に努めている。

第1回 定例記者会見

　2021年4月、KFGホームページもマルチデバイス対

応とするとともに、決算短信など開示書類の自動更新

機能を導入して情報開示スピードの向上を図るなど、

株主・投資家といったステークホルダーに主眼を置い

たコンテンツ・構成にリニューアルした。

営業店を主体とした地方創生に係る

情報ネットワークの強化

　2015年12月、当行の地方創生に対する取組姿勢を効

果的に周知するため、営業店と熊本日日新聞社（熊日）

の地域拠点との深耕により、各営業店の地方創生に対

する事例を現場起点で発信する取組みを始めた。

　当行の熊本県内22営業店と、熊日の支社・支局など22

拠点を情報ネットワーク対象とした。同じ地域内で関係

を深め、当行が各地で取り組む地方創生に関連する事案

を記事の素材として提供し、熊日が記事を配信するもの

であった。総合企画部と地域振興部は、営業店から情報

提供を受けた場合、テレビ局への取材依頼も行った。

SNS公式アカウントの開設

　2020（令和2）年10月、肥後銀行とKFGはSNS公式ア

カウント（LINE、Instagram、Twitter：現X、Facebook、

YouTube）を開設した。

　発信内容は、金融サービス（当行商品・サービス紹介、

キャンペーン案内など）、プレスリリースなど当行の取

組み（SDGsへの取組み、地域貢献など）、地域紹介（お

客様の紹介、地域イベント情報、ボランティア活動など）

で、お客様とのコミュニケーションツールとして活用し

ている。

肥後銀行・KFGホームページリニューアル

　2021年1月、当行のホームページをスマートフォン

ユーザーに主眼を置いたデザインにリニューアルした。

すべてのコンテンツについて異なる端末でも画面サイ

ズに合わせて同じ内容を表示できるマルチデバイス対

応とし、操作しやすいデザインへ変更した。メニューの

操作性を高め、知りたい情報へより速くアクセスでき

るように改善した。

KFG第1回会社説明会

リニューアルした肥後銀行ホームページ

リニューアルしたKFGホームページ

営業店とメディアの接点強化（徒然No.244記事）

　当行がメディアと連携することで、地方創生の機運

を高めると同時に、当行の地方創生に対する取組姿勢

を効果的に周知する試みであった。

創造的復興および課題解決支援力向上に向けた広報活動

　2016年4月の熊本地震の発生などを受けて、2017年

5月、広報活動を通じて当行や地域の創造的復興および

地方創生への取組みを支援していく行内通達を出した。

　お客様および営業店、地域の活動・行事や当行の復

興支援に関する企業情報を、メディアを通じて積極的

に発信することにより、創造的復興や地方創生の機運

を後押しした。営業店、本部各部、経営企画部がそれ

ぞれの役割を担った。

［営業店］　地元メディア・名士との深耕による地域情

報ネットワークの構築、経営企画部および地元メディ

アへの積極的な情報提供

［本部］　復興支援に関する企業情報の各部横断的な

情報共有、お客様や営業店に有用な適時・的確な情報

発信を経営企画部と協議

［経営企画部］　各種メディアとの重層的な関係構築、

営業店の地域情報ネットワーク構築支援（地元メディ

アへの同行訪問など）、質の高いニュースリリースの発

信と広報企画の提案

　また、お客様とのコミュニケーション促進に活用で

きるよう、ニュースリリースの行内周知を開始するなど、

行内広報活動を強化した。
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スピードアップと質の向上によるブランド力向上を目

指し、当行、鹿児島銀行、KFG に個別に置いていた広

報・IR 部門をKFGに統合し、人員はKFGを主とする3

社兼務態勢とした。

KFG共通ポータルサイトの開設

　2017年7月、グループ内の双方向コミュニケーショ

ンの活性化と取組みの理解浸透、促進を図るため、

KFG 共通のポータルサイトを開設した。肥後・鹿児島

両行の行内報や電話帳、IR 資料の掲載を皮切りに、通

達や規程、動画コンテンツなどを共有した。

各種アイテムへのKFGシンボルマーク展開

　2017年7月、KFGブランドの浸透とグループの一体

感醸成のため、名刺など一部に先行記載していたKFG

のシンボルマークを、通帳などのお客様向けアイテム

にも本格的に使用、展開することとした。

　対象アイテムは、各

種 通 帳・キャッシュ

カード、一部の一般帳

票に加えてチラシ、パ

ンフレット、ポスター、

PR品、新聞広告、テレ

ビCMなど。在庫がな

くなり次第、順次切り

替えた。その後も費用

やデザイン、鹿児島銀

（2）�行内コミュニケーション充実に
　  向けた取組み

行内放送局「ひぎんNet-TV」の開局

〜「Weeklyニュース」の配信

　2019（平成31）年1月、「映像を活用した情報伝達」

を企画・実施する拠点として、本店内に行内放送局を

開局し、「Weekly ニュース」の配信を開始した。行内

で愛称を募集した結果、「ひぎんNet-TV」と名付けた。

　Weeklyニュースは、行内通達事項の解説やマーケッ

ト情報、行員やお客様が登場する好事例紹介など、週

1回のニュース仕立ての番組で、放送局ではほかにイ

ベントなどの紹介動画も配信している。

　従来の文書などを中心とした伝達手段に加えて、映

像によるコミュニケーションを強化し、組織の魅力を

高めることでお客様へのいっそうのサービス品質向上

を目指した。さらに企画や撮影、収録、編集などを内

製化し、映像コンテンツ制作のノウハウを蓄積するこ

とで、将来の ICT、デジタル社会に対応可能なサービ

ス提供への発展を目指した。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

行内広報の充実に対する外部評価

　2018年4月、より充実した内容へとリニューアルを

続けた行内報『徒然』は、熊本経営者協会主催の社内

報コンクールで初めてグランプリ賞を受賞した。以降、

毎年受賞している。

Tozen.comの充実

　2005年10月、タイムリーな情報をリアルタイムに発

信するため、冊子『徒然』とは別に、「Tozen.com（トゼ

ン・ドット・コム）」を行内 WEBシステム（現・行内ナビ

ゲーション）上に開設した。2015年12月には、双方向

コミュニケーションを活性化するため、検索機能や「い

いね！」ボタンを追加するなどのリニューアルを行った。

（3）当行・KFGグループの
　 ブランド価値向上への取組み

広報・IR部門の統合

　2019（令和元）年10月、広報・IRに係る戦略立案の

KFG共通ポータルサイト

社内報コンクール表彰式（2018年）

「うるおい未来スタジオ」から配信する様子

「Weeklyニュース」視聴の様子

行との整合性を勘案しながら対象アイテムを増やして

いった。

統合報告書の開示

　企業の積極的な情報開示が求められるなか、2020

年7月、KFGとして初めてとなる『統合報告書』を制

作、ホームページ上に開

示した。

　財務情報と非財務情報

の観点および中長期的な

視点で KFGグループの目

指す姿を説明することで、

KFGグループへの理解促

進と、株主の増加、株価の

維持・向上を目指した。

九州FG magazineの創刊

　2017年10月、当行およ

び KFG、鹿児島銀行の特

徴的な取組みやトピックス

を写真を多用してわかりや

すく紹介した情報誌『九州

FG magazine』を創 刊し

た。来店したお客様が自由

に持ち帰れるよう、窓口・ロ

ビーに常備した。

行内報『徒然』

『2020統合報告書』

『2020統合報告書』価値創造プロセスページ

シンボルマークが入った通帳とカード 『九州FG magazine（Vol.1）』

2020 統合報告書
2019 年 4 月 1 日 ▶ 2020 年 3 月 31 日
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